



















　1996 年設立された韓国住民運動教育院（CONET：Korea Community Organization 





































































































　定期プログラム（Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ）では，いずれも基本的に 12回（1回 5時間，1泊 2日の 2回，
3泊 4日の 1回）であるが，オリエンテーション等を含めると，12～ 15回実施される．各定期
プログラムでは，課題が多く，課題の発表やコメントにも時間がかかるため，定員は 8名を超え
ないようにしている．





































































































































































































































となった．第 2期は 2005年実施された（2005.3～ 9，13回）．活動中のオーガナイザー 11名を，
コネットが招待し進行した．第 3期は 6名で 2008年（2008.9～ 2009.3，13回）．第 4期も 6名








　第 1期の 10名と第 2期の 11名は主に貧民運動等の住民運動を行ってきた参加者である．第 3
期からは，第 1・2期とは参加者の背景が異なる．第 3期の 6名のうち，4名が福祉関係の人で
表 3　COトレーナーの暮らし・哲学・アイデンティティ・役割
COトレーナーの暮らしと哲学 COトレーナーのアイデンティティと役割





































































景が多様化されることにつれて，プログラムの期間や回数も 3期は 6か月 14回，4期は 9カ月
18回というように増えている．
　６．韓国住民運動教育院の教育・トレーニングの特徴
　上記の 2～ 5の調査内容を踏まえ，コネットの CO教育・トレーニングの特徴を，大きく次の
3点に整理する．
　第 1に，テクニック・技術より，価値・哲学としての COを強調する．住民運動（コミュニ
ティムーブメント）の出発点は価値・哲学であるということから，COを生活していく上での価
値・哲学，すなわち社会を理解する判断基準として示す．COが「住民中心」ということは不変
であるが，課題を解決していく方法としてみるか，住民運動という価値・哲学としてみるか，に
よっては強調するポイントが異なる．コネットは，後者の立場を重視し，社会のさまざまな領域
の人々に COの考え方を拡散させる住民運動に励んでいる．
　こうしたコネットの価値・哲学としての CO重視は，韓国での CO展開の歴史や文脈を踏まえ
て，独自の COを模索してきた結果として理解できる．コネットは，アリンスキーやフレイレの
理論を韓国での CO展開に合わせて再解釈しつつ，CO教育・トレーニングを実施してきた．と
くに，フレイレの意識化・組織化・人間化を COの実際的な内容として解釈してきた．実際，コ
ネットはさまざまな研究会を開きながら，自分たちの CO教育・トレーニングに向けて研究作業
を続けており，本の出版等でその成果を公表している．
　第 2に，CO教育・トレーニングは現場の組織化とともに進む．CO教育・トレーニングは，
定型化した教育・トレーニングの場だけではなく，定型化されない日常の地域現場での行為とと
もに進む．その循環を，コネットは「実践―省察―実践」という循環構造として示しながら，教
育・トレーニングの場を通して，参加者が体験できるように進めている．
　教育・トレーニングの参加者は，テーマ探しワークショップを通じて，自分の組織化課題を決
める．その課題を日常で行い（実践），課題報告を通して定型化したトレーニングの場に持ち込
み，省察を進めながら次の日常の現場で行う（実践）課題を決めていく．日常の組織化課題と
CO教育・トレーニングのプロセスが連動する形で進む．その中で，参加者自らがオーガナイ
ザーとしての省察や意識化を進めることになる．
　つまり，実践と省察の循環の中で，オーガナイザーとして覚醒されるプロセスが，コネットの
教育・トレーニングである．こうしたコネットのトレーニングでは，専門家としてのオーガナイ
ザーを強調しない．オーガナイザーとしての自己覚醒や覚知のプロセスを重視するため，呼称も
オーガナイザーというより，専門家を強調しない「活動家」がよくつかわれているという．
　第 3に，トレーナーが CO教育・トレーニングの質を左右するということから，COトレー
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ナーの概念を導入し，トレーナーの暮らしや哲学を重視する．CO教育・トレーニングのプロセ
スは，トレーナーにとっては一つの組織化のプロセスともいえる．教育・トレーニングに参加す
る人々はトレーナーをみる．トレーナーがみられているということは，信頼の構築において重要
な部分であり，コネットの教育・トレーニングはトレーナーについて厳しいほど完ぺきな人間像
を求めている．
　その点で，トレーナー養成のプログラムは，「コネットの推薦」と「推薦された本人の承諾」
という珍しい形で進められている．実際，コネットはトレーナーを中心としたネットワークとい
う独特な組織体制をもっている．そのトレーナーのネットワークがどのように形成されるかは組
織の維持において重要であり，トレーナーの質が重視される理由としてみられる．
　７． 韓国住民運動教育院の教育・トレーニングの現状と課題
　時代の変化とともに，コネットは CO教育・トレーニングのさまざまな課題に直面してきた．
これまでの調査からみえてきた，コネットの CO教育・トレーニングをめぐった現状や課題につ
いて簡単に触れておく．
　第 1に，オーガナイザー像の新たな提示が求められる．韓国の CO展開では，イシュー（課
題）中心から地域中心へと変わってきた経緯がある．例えば，イシュー中心のオーガナイザーは
それが解決したら地域から離れることを想定しながら地域に入る．地域中心のオーガナイザーは
地域で住民とともに暮らしをしないといけない．住民から「おれはあなた達を信じない・いつか
地域を離れるだろう」といわれ，地域に入るオーガナイザーは地域との信頼関係を構築するため
に「住民になる」ことを心掛けていた．10年以上地域で活動し続けるオーガナイザーが当該地
域の住民になるケースも珍しくなく，イシュー中心の COとは異なるオーガナイザー像が求めら
れていた．
　しかし，今は「地域で活動するならば，地域で住む」ということがあまり強調されていない．
とくに，社会福祉の現場で専門職によって COが行われる場合，「地域で暮らす」という話が理
解されない傾向が強い．自宅がある地域ではないが，昼間の生活において深い関わりをもつ地域
ということから，地域を理解し寄り添っていくということで「地域で暮らす」を理解する必要が
ある．時代の変化とともに変わっていく地域像に合わせて，コネットは新たなオーガナイザー像
を示す必要性を感じている．
　第 2に，さまざまな領域との接点が広がる中で，CO教育・トレーニングのさらなる開発が求
められる．最近，まちづくり，都市再生，地域再生等，さまざまな領域で COが多く取り上げら
れている．その中でも，上記に示したように，福祉との接点が大きく広がっている．最初の大き
なきっかけとしては，アジア通貨危機から法制化された自活後見機関の事業を取り上げることが
できる．その事業の推進には，住民を組織化するという COの観点が必要とされていた．
　なお，福祉から COへの関心が高まった理由として，福祉現場の問題の変化があげられる．貧
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困の類型も，社会からの疎外も多様な形で現れ，福祉のサービス事業だけでは対応しきれない現
場の問題に応えるために COが注目された．そのような多様な現場の問題に対応していくため
に，コネットの CO教育・トレーニングにもさらなる開発が求められる．
　第 3に，行政が求める CO教育プログラムを乗り越える教育・トレーニングの展開が求められ
る．行政からコネットへの教育依頼が増えている．政策側の人材育成プログラムとして CO教
育・トレーニングが注目されているのである．ただし，行政が求める CO教育が自由な組織化を
保障するものなのか，むしろ被抑圧者をもっと抑圧するツールとして CO教育が用いられている
のではないか，という反省がコネットの中にも起こっている．
　行政の事業としての COの推進には，住民が社会変化への力をもつという CO本来の目的が衰
退し，事業の道具・手段になってしまう可能性がある．しかしながら，COに注目する政策的動
き等を無視する必要はない．COの実践戦略として，政策との関連性を考える必要がある．CO
の展開における「時代的な言語」を取り入れることである．COが社会矛盾を解決する力をもつ
上での戦略として，社会的企業や地域共同体等のさまざまな政策との連携・協働を考えることで
ある．そのような観点での CO教育・トレーニングを模索することである．
　さまざまな社会の変化の中で，コネットは，上記にあげたような現状や課題を認識しつつ，
「CO教育・トレーニング＝住民運動・組織化の推進」というミッションの推進を模索している．
毎年，研究テーマを設定し，年間の研究活動を計画的に進めていることもその一環としてみられ
る．コネットが出版してきた多くの本は，その研究活動の成果である．今もコネットの研究活動
は，CO教育・トレーニングのさらなる展開を目指して続いている．
　８．おわりに　―日本の地域組織化への示唆
　住民自治の運動（ムーブメント）を追及するコネットは，変わり続けていく社会の中で，時代
的言語に合う CO教育・トレーニングの方向性を模索してきている．彼らが示してきた CO教
育・トレーニングが日本の地域組織化に示唆することは何か．それを考える上で，コネットの創
立メンバーである朴在天が言った，CO教育・トレーニングにおける 4つの問い，①当事者（住
民）の力に影響を与えられるのか，②市町村のような地域社会に影響を与えられるのか，③国
（社会全般）に影響を与えられるのか，④巨大な新自由主義に対抗できるのか，に注目してみた
い．この 4つは，住民自治に向けた社会変化を目指すアクションのレベルとして，CO教育・ト
レーニングの方向性を示しているとみられる．
　日本の地域福祉では，長年自治型地域福祉を示してきており，そのような地域福祉の推進にお
いて地域組織化（コミュニティワーク）が注目されてきたといえる．ただし，推進策としての地
域組織化が，必ずしも住民自治や地域自治を目指してソーシャルアクションやムーブメントを
ゴールとして進められてきたとは言いきれない．地域組織化は支援のネットワークづくりや支援
の担い手探し，地域福祉活動の単一的なプログラム化にとどまっているかも知れない．
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　最近，国の政策の中で「地域づくり」は一つのキーワードとなっており，地域組織化は新たに
注目されているようである．これまで推進されてきた地域組織化を省察し，日本の文脈や時代に
合ったものとして，今後の社会像に向けた地域組織化の新たな模索や教育を検討する必要がある
のではないか．その点で，コネットの CO教育・トレーニングの取り組みからヒントを得ること
ができる．コネットは，韓国の文脈や時代的言語に合わせて，住民自治の COを目指してきた
が，その動力は実践者同士のつながりである．今後，地域現場で闘ってきた実践者同士のつなが
り，すなわち実践者の力の結集がより必要かも知れない．
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注
１）コネットは「戦略現場」を設定し，直接現場の組織化を実践している．例えば，ソウル駅周辺のドン
ザ洞では，コネットがホームレスの自立支援のための組織化等を行っている．
２）コネットは CO教育トレーニングの歴史的な文脈を重視し，その伝統を継承するという組織の背景か
ら，出版する本には概ね歴史的背景を示している．こちらでは，『住民の可能性をみる眼―CO教育学』
（2009）の内容を参照しつつ整理した．
３）伝統的な COのオーガナイザーではなく（課題が解決したら地域を離れる），地域での拠点（勉強房，
託児所等）を中心に継続的に活動を行うため，活動家（アクター）という呼び方が一般的になったと
いう．
４）コネットは，一人のキーパーソンとしての住民リーダーではなく，複数の人による集団としての機能・
役割を強調するため，住民「指導力」という言葉を用いるが，本稿では注民「リーダーシップ」とし
て訳する．
５）コネット独自の COトレーナー論については，『住民の可能性をみる目―CO教育学』（2009）と『住
民運動の教育トレーニングトレーナーマニュアル』（2009）に詳しく紹介されている．
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